
日本共産党豊田市委員会
「２０２4年度予算編成に対する要望書」

に対する回答





日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№1 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市長公室 
【要望事項】 
1、以下の項目の内容につい
て、市の見解を明らかにし、国
に意見を述べていただきたい。
（１）日本国憲法を守り、第９
条を改定しないこと。 
（２) 核兵器禁止条約をただち
に批准すること。 
（３) 憲法と教育基本法が禁じ
る教育への不当な政治介入を許
さず、地方自治体と学校の自主
的で多様な教育活動を尊重する
こと。 
（４) 円安・物価高から暮らし
と経済を守るために、消費税を
５%へ減税すること。インボイ
ス制度は中止すること。法人住
民税の一部国税化の措置を元に
戻すこと。 
（５) 最低賃金は全国一律で時
給１５００円にすること。 

（次ページへ続く）

・国への意見表明については、西三河ブロック市長会、愛知県市長会、
東海市長会、全国市長会それぞれの会議において協議した上で、全
国市長会を通して行っている。 
・今後も、国における議論の動向を注視するとともに、必要に応じて
全国市長会を通して本市の意見を表明していく。 
（市長公室 秘書課） 



（６) 原発の再稼働は行わない
こと。再稼働した原発は即時停
止する。脱原発・再生可能エネ
ルギーの本格的な導入へと、エ
ネルギー政策を転換すること。 
（７) 健康保険証の廃止は中止
し、マイナンバーカードの在り
方を見直すこと。 
（８）低年金の底上げ、最低保
障年金の導入など、「頼れる年
金」にすること。 
（９）７５歳からの医療費窓口
負担を１割に戻すこと。要介護
１、２の利用者の介護保険から
の締め出しなど社会保障の改悪
を中止すること。 
（10) 円安・物価高を理由とし
た解雇・雇止めを行わないよ
う、企業に対し指導を徹底する
こと。 
（11）高等教育の無償化に向け
て大学・短大・専門学校の授業
料を直ちに半額にすること。奨
学金の返済を半額にすること。
（12）学校給食費を無料にする
こと。 
（13）統一協会に対し、被害者
の補償を求めること。



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№2 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市長公室 
【要望事項】 
2、非核平和都市宣言を行い、
非核平和行政をすすめること。

・非核平和都市宣言については、行政主導ではなく、機運が盛り上が
る中で、実現するものと考えており、市議会における議論や市民意
識の動向などを注視していく。 
・豊田市の平和に関する取組の一つとしての「原爆と人間展」（戦争・
被爆者のパネル展示）は今後も継続して実施する。 
（市長公室 秘書課） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№3 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市長公室 
【要望事項】 
3、小中学校における平和教育
をすすめること。そのなかで被
爆者の体験を聞く機会を広げる
こと。修学旅行で平和教育を位
置付けた行先、内容にするこ
と。 

・小中学校では、学習指導要領に基づき、社会科の学習を中心として
平和な社会を築く大切さを学んでいる。 
・被爆者の体験を聞くという平和学習の実施や修学旅行の行先、内容
への平和教育の位置付けは、学習指導要領や各学校が定める教育目
標に沿って、各学校の判断で実施していく。 
（教育部 学校教育課） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№4 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市長公室 
【要望事項】 
4、市民の手による戦争の実
相・平和の大切さを後世に伝え
る活動の趣旨に賛同し、後援す
ること。 

・豊田市の名義後援については、「豊田市後援等取扱要綱」に基づき
事務を行っており、申請があった事業については、その都度、要綱
第３条の基準に基づき後援が適切であるか個別に判断していく。 
（市長公室 秘書課） 
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№5 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市長公室 
【要望事項】 
5、経営戦略会議の資料を公開
し、トップマネジメントより市
民の声を聴く制度を優先するこ
と。 

・経営戦略会議で扱う政策形成過程の資料を公開した場合、率直な意
見の交換が不当に損なわれるおそれや、市民の誤解や憶測を招くお
それ等があるため、一律に公開する予定はない。 
・なお、「市民の声を聴く」については、市民意識調査、アンケート、
各種審議会、パブリックコメント等の方法により、引き続き、多様
な機会の確保を図っていく。（市長公室 経営戦略課） 
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№6 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
企画政策部 
【要望事項】 
1、豊田市の人口は42万人を切
り、自然減、社会減の人口減少
期にある。また円安物価高で市
民生活は苦しくなっている。こ
のことを前提に、以下の項目を
入れ総合計画を策定すること。 
（１）出生率、出生数が減少し
ている。これまでの少子化政策
を分析し、子育て支援策として
子ども手当、給食費無料化、保
育料低減など抜本的に改善する
こと。 
（２) 家族形成期の若者が市外
に転出超過である。定住できる
ように非正規職員を減らし、市
の保育士は正規職員とするこ
と。 
若者に新築住宅の建設利子補給
及び賃貸住宅の家賃補助を行
い、居住者への直接補助で定住
を促進すること。 

（次ページへ続く）

・「第９次豊田市総合計画」の策定に当たっては、変化の激しい予測
困難な時代において、弾力性のある計画として社会変化に適切に対
応できるような仕組みを検討していく。 
・また、「第８次豊田市総合計画」で設定した将来都市像「つながる
 つくる 暮らし楽しむまち・とよた」の理念を継承し、「つながり
 を通じ、多様な価値や可能性を創出するまち」を実現することは、
 ９総においても引き続き重要と捉えており、「ひと」のつながりや
 活躍を支援し、新しい価値を創る計画を策定していく。 
・加えて、長期的な人口動向を踏まえつつ、様々な資源と先進技術を
融合し、圏域をリードするまちを創る計画をめざしていく。 
（企画政策部 企画課） 
・普通建設事業費については、第８次総合計画後期実践計画において、
３００億円以上の確保を目指すことを財政運営の基本方針の一つと
して掲げている。社会保障などの必要経費の確保を行った上で、早
期の効果発現に向けた継続事業の着実な推進や、未来への投資を図
る予算編成を計画的に行っていく。 
・地方団体は、原則的には標準税率を採用し、個々の財政上の事情に
よっては、超過税率を採用することができると解釈するのが相当で
ある。 

（次ページへ続く） 

・総合計画策定費（２４百万円） 



（３) 豊田市も人口減少期にあ
り、調整区域の上豊田での新市
街地拡大は見直すこと。 
調整区域の地区計画を抑制する
こと。 
既成市街地の生活道路や公園な
ど住環境を整備促進すること。 
（４) 一過性のイベント行政と
都心の過大な投資をやめて、情
報公開と住民参加による地域を
生活核としたまちづくりを進め
ること。 
予算、人員など支所機能を強化
すること。 
高岡地域の地域核は駅でなく、
生活拠点である支所とするこ
と。 
（５) 財政抑制の中、「普通建
設事業300億円以上」のハード
事業を見直し、くらし、福祉、
医療、教育などのソフト面を優
先すること。 
資本金10億円以上の法人に、法
人市民税の超過課税の上限まで
の引き上げを行い、その活用で
市民生活の行政水準を確保する
こと。 

・県内及び近隣各市の多くが標準税率を採用している状況で、かつ、
本市が普通交付税不交付団体である現状では、超過税率を採用する
合理的理由はなく、また、超過税率の採用は、本市の立地優位性の
低下を招き、長期的に税収減をもたらすリスクもある。 
・以上の理由により、現在の財政状況においては、引き続き、標準税
率を維持することが適当であると考える。 
（企画政策部 企画課、財政課、市民部 市民税課） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№7 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
企画政策部 
【要望事項】 
2、中央公園の第２期整備計画
について、経営会議の資料を公
開し、全体の事業費を明らかに
すること。 
Ｐ-ＰＦＩは事業計画が不明で
あり、見直すこと 

・中央公園第二期整備事業については、面積が２３．５ｈａと広大で
あり段階的に整備する方針である。まずは先行整備区域について事
業認可を取得し事業を進めており、次期整備区域については、社会
状況や財政状況、先行整備区域の経済波及効果等を考慮し進めてい
く予定であるため、全体事業費は未定である。  
・先行整備区域の事業計画は、Ｐ-ＰＦＩを活用し、民間事業者の公募・
選定する中で明らかにしていく。  
（都市整備部 公園緑地つくる課） 

・中央公園第二期整備費 
（１０９百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№8 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
企画政策部 
【要望事項】 
3、現在の市役所は洪水ハザー
ドマップの浸水区域であり、キ
ューピー挙母工場の跡地を先行
取得し、市の施設の用地として
活用すること。 

・キユーピー挙母工場跡地を市の施設用地として取得、活用する予定
はない。 
（企画政策部 都市計画課） 
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№9 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
総務部 
【要望事項】 
1、市職員は計画的に非正規雇
用（会計年度任用職員）をなく
し正規職員にすること。それま
での間は、同一労働・同一賃金
にすること。 

・業務の内容や性質等に応じて非正規職員も含めた多様な人材を活用
して、効果的かつ効率的に業務を遂行していく。また、会計年度任
用職員制度において、令和６年度から勤勉手当を支給していく。 
（総務部 人事課） 

・会計年度任用職員に係る勤勉手
当分（６５２百万円） 
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№10 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
総務部 
【要望事項】 
2、コロナ禍において、さらな
る市民サービスの向上と残業時
間削減のために、市職員定数を
計画的に増やすこと。 

・職員定数については、業務の精査や将来の行政需要、定年延長等を
踏まえつつ、総合的に判断していく。 
（総務部 人事課） 
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№11 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
総務部 
【要望事項】 
3、指定管理者制度は、効率性
に偏ることなく公共性の確保を
重視し、職員の専門性の確保、
事業継続性の保障、そのあり方
を抜本的に見直すこと。 

・市民サービスの向上を図るために、指定管理者制度を導入して管理
運営していくことが適切だと判断する施設については、制度の利点
を生かしながら施設管理を実施していく。 
（総務部 行政改革推進課） 
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№12 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市民部 
【要望事項】 
1、物価高騰の中、生活困窮者
への住民税の減免制度を拡充
し、負担軽減を図ること。 

・個人住民税においては、経済的、身体的理由で住民税の負担を求め
ることが適当でない者についての非課税制度をが設けられているほ
か、条例においても災害等その他特別の事情がある者や生活困窮者
に対する減免制度を設けているため、現行制度により対応を行って
いく。 
（市民部 市民税課） 
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№13 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市民部 
【要望事項】 
2、住民税等の納税が困難な中
小業者に対して、納税緩和猶予
制度を最大限に活用し、納税の
猶予をおこなうこと。 

・納税者との納税相談の中で生活状況を十分把握した上で、制度の説
明を丁寧に行い、猶予制度の活用による計画的な自主納付を促して
いく。 
（市民部 債権管理課） 
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№14 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市民部 
【要望事項】 
3、国民健康保険 
（１）国民健康保険税の引き上
げを行わないこと。 
（２）18歳までの子どもは、子
育て支援の観点から均等割の対
象とせず、当面、一般会計から
の法定外繰入で減免制度を実
施・拡充すること。 

（１）
・被保険者一人当たりの医療費が年々増加しており、本市の納付金負
担も増加しているため、税率の引上げは避けられない状況である。

（２）
・今後、保険税水準が県内統一されることを見据えると、子育て世帯
への減免制度を本市独自に創設することは適当ではないと考える
が、全国市長会などから、国へ要望を行っているので、その動向を
注視していく。 
（市民部 国保年金課） 
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№15 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
市民部 
【要望事項】 
4、滞納者が生活を窮迫させる
恐れのある時には差し押えでな
く、分納・減免などを更に進め
ること。 

・これまで同様に納税者の生活状況を十分把握した上で、納税の猶予
制度も活用し、分割納付などによる自主納付を促していく。一方で、
財産があるにもかかわらず自主的な完納の見込みがないときは、税
負担の公平性を確保するために法律に基づいて差押え等の滞納処分
を執行していく。 
（市民部 債権管理課） 

・滞納処分換価事務費（２百万円） 
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№16 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
1、上郷地区の畝部小学校は、
地震のハザードマップで液状化
の危険区域にある避難所であ
る。畝部小学校が避難所として
開設できない場合の第２の避難
所を明示し、周知すること。 

・地震発生時は、建物の損壊状況や周辺の液状化の状況などを把握し
た上で避難所として開設するかどうかを判断するため、現時点では
避難所の見直しを行うことは考えていない。 
（地域振興部 防災対策課） 
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№17 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
2、ハザードマップで洪水浸水
区域内の世帯に戸別受信機を無
償貸与すること。 

・避難情報がすべての市民に正確・迅速に伝達されるよう、防災ラジ
オをはじめ、防災行政無線や緊急メールとよたなど複数の手段を用
いた情報伝達を実施している。 
・防災ラジオは、必要とする市民への普及を図るため、市が一定額を
負担し、１世帯に１台は常時３，０００円で販売していくことを継
続する。 
（地域振興部 防災対策課） 

・防災設備維持管理費 
（２２百万円） 
・防災行政無線維持管理費 
（１１７百万円） 
・災害時情報通信設備整備費 
（１，４１１百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№18 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
3、障がい者、高齢者、一人暮
らしなど避難困難者の対策を進
めること。 

・避難行動要支援者の避難支援対策構築を進めるため、自治区や民生
委員等に対して出前講座や避難訓練の実施支援などに取り組んでい
る。 
（福祉部 よりそい支援課） 

・避難行動要支援者対策費 
（１百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№19 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
4、異常気象が続く状況から、
避難所となる体育館にエアコン
を設置すること。 

・学校体育館・武道場への空調設備設置については、早急な対応が必
要と考えており、避難所となる体育館についても対象として実施し
ていく。 
（教育部 学校づくり推進課） 

・体育館等暑さ対策費 
（３，９２０百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№20 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
5、市ＨＰの河川監視カメラを
岡崎市ＨＰのように国、県、市
が一覧できるようにすること。 
逢妻女川の吉路橋（千足町 西
新町付近）に河川監視カメラを
増設すること。 

・現在の市ＨＰの河川監視カメラの映像は、市設置のカメラの映像の
ほか、国や県が設置したカメラの映像もリンクし、位置や映像が確
認できており、改修を行うことは考えていない。 
・逢妻女川は、既存の河川監視カメラ及び水位計で河川の状況把握が
できており、現時点では新たに河川監視カメラを設置することは考
えていない。 
（地域振興部 防災対策課） 

・防災設備維持管理費 
（２２百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№21 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
6、自治区が特定候補者を推薦
するという機関決定を行えば、
区民にとっては、選挙運動への
動員の根拠とされ、投票への圧
力となり、人権が侵害される。
自治区と選挙について、区民の
人権が侵害されるこのような事
は不適切と助言すること。 

・地域住民による自主的な任意団体である自治区の判断は尊重される
べきであるとの認識のもと、今後も自治区や市区長会に対し適切に
助言を行っていく。 
（地域振興部 地域支援課） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№22 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
地域振興部 
【要望事項】 
7、市役所の浸水対策について 
災害対策本部の移転訓練を踏ま
え、本部機能を有する施設建設
を計画すること。 
永久保存の重要書類や電子デー
タの保全対策をとること。 

・市役所が浸水するおそれが生じた場合、災害対策本部の主な機能は
浸水想定区域ではない市民文化会館へ移転することとしており、現
時点で新たな施設建設の計画はない。 
・永年保存の必要がある文書は歴史公文書として選別し、東庁舎７階
の公文書管理センター書庫において集中管理し、浸水対策も含めて
永年保全に努めている。 
・日々の業務に使用するデータのバックアップをネットワークを通じ
て藤岡支所に保管するとともに、住民記録や税などの重要なデータ
については、データを保存した外部記録媒体を県外の遠隔地に保管
し、大規模災害によるデータの逸失に備えている。 
（総務部 財産管理課、法務課、情報システム課） 

・歴史公文書管理運営費 
（１百万円） 
・情報セキュリティ推進費 
（３百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№23 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
生涯活躍部 
【要望事項】 
1、恒常的な地域活性化には繋
がらないラリー開催に、多額の
税金投入を止めること。 

・世界ラリー選手権の開催を通じて、山村地域の振興、交通安全推進、
産業振興に繋げていく。なお、大会開催にあたっては、国の交付金
や寄附金等の確保に努め、市費負担の軽減を図る。 
（生涯活躍部 ラリーまちづくり推進課） 

・世界ラリー選手権開催推進費 
（６０３百万） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№24 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
生涯活躍部 
【要望事項】 
2、公共施設のトイレに生理用
品の配備をすすめること。 
学校のトイレに生理用品の配備
をすすめること。 

・生理の貧困に関しては、公共施設のトイレに生理用品を配備するの
ではなく、公共施設トイレに専門相談電話カードを設置し、とよた
男女共同参画センターで実施する女性専門相談を案内する。これに
より、相談者の不安に寄り添いながら、女性特有の悩みや相談者に
必要な支援について丁寧に話し合い、不安を解消するともに、しか
るべき専門窓口の紹介を行う。 
（生涯活躍部 市民活躍支援課、総務部 行政改革推進課） 
・学校については、状況を踏まえながら、総合的に判断していく。 
（教育部 保健給食課） 

・相談費（２百万円） 
・啓発費（１百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№25 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
生涯活躍部 
【要望事項】 
3、市財政からの巨額な持ち出
しを繰り返している豊田スタジ
アムの管理運営を抜本的に見直
し、対策を具体化すること。 

・管理運営費については、過去の執行実績に基づき、その経費項目や
単価を確認し、経費削減に努めている。 
（生涯活躍部 スポーツ振興課） 

・中央公園管理運営費 
（７８９百万円） 
・中央公園施設整備費 
（１５百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№26 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
子ども部 
【要望事項】 
1、保育 
（１）公立こども園の施設の改
修・改築の促進し、老朽化した
プレハブ施設の改築、トイレの
洋式化を早期に完了すること。
（２）園児が減少傾向の園につ
いて、乳児保育、延長保育をお
こない、存続を図ること。 
（３）隠れ待機児を含む待機児
童対策は、企業主導型保育事業
の促進でなく、保育の質の確
保・向上に市が責任を持つ、公
立こども園の充実でおこなうこ
と。 
企業主導型保育事業の確実な監
査、認可外保育施設への調査と
適切な指導をおこなうこと。 
（４）フルタイム勤務の非正規
雇用の保育士を、正規保育士と
して配置すること。 

（次ページへ続く）

（１）
・公立こども園の施設について、必要に応じ老朽化対策を講じていく。
また、トイレの洋式化が早期に完了するよう努める。 

（２）
・園の存続については、入園希望の状況を踏まえて、園の立地する地
域と協議しながら検討する。 

（３）
・待機児童対策としては、大学と連携した全市的な保育士の確保やＩ
ＣＴの導入補助を始めとした働きやすい環境の整備など、公立こど
も園の充実だけでなく、官民連携の取組による０ ２歳児の受入枠
拡大を図っていく。 
・企業主導型保育事業及び認可外保育施設に対しては、年１回の立入
検査において「認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平
成１３年３月２９日雇児発第１７７号厚生労働省雇用均等・児童家
庭局長通知）」に基づく適切な指導を行い、質の向上に努めている。
（こども・若者部 保育課） 
（４）
・正規の保育士の配置については、「定員適正化計画」に基づき、年
齢構成等に留意しながら、適正な人員の確保に努めていく。  
・公立園の保育士の賃金については、他との均衡を考慮し適正な支 
給を行っており、今後も、適正な支給に努めていく。 

（次ページへ続く）

・諸営繕工事（３３０百万円） 
・トイレ改修費（１４８百万円） 
・私立こども園振興費 
 施設整備費補助金（１４百万円）
・私立認定こども園振興費 
 施設整備費補助金（８４百万円）
・私立こども園振興費 
運営費補助金（４７２百万円） 
・私立認定こども園振興費 
運営費補助金（１，３９４百万円）
・市道新設費 
（３１９百万円） 



公私立こども園の正規・非正規
保育士の賃金の改善をおこなう
こと。 
無資格者の配置をおこなわない
こと。 
（５）平井こども園前の現況市
道を拡張する「市道百々１号
線」の整備計画は、園児・小学
生の安全を大前提となっていな
い。こども園、学校の意見を聞
き、計画の見直しを含め、交通
安全対策を講じること。 

・私立園の保育士については、処遇改善加算など国給付制度を活用し、
処遇の改善を促進している。加えて、公立園と同等の職員配置及び
給与水準にすることができるよう補助制度を設けている。 
・無資格者の配置については、保育補助として有効に機能しているこ
とから、有資格者による職員配置基準を満たした上で、適切に配置
していく。 
（総務部 人事課、こども・若者部 保育課） 
（５）
・本道路は、こども園や小学校の通園通学などにも利用されているが、
狭小で歩道がないため当該自治区から歩行者の安全確保が求められ
ている。このため、歩道設置を始めとする交通安全対策を合わせた
道路整備を進めている。引き続き建設部などと連携して、交通安全
対策に取り組んでいく。 
（こども・若者部 保育課、建設部 土木課、地域振興部 交通安全防
犯課） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№27 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
子ども部 
【要望事項】 
2、放課後児童クラブ 
（１）放課後児童クラブの民間
委託をやめること。 
（２）放課後児童クラブの継続
性・専門性・質の向上の確保の
ため、保護者、支援員 
 の意見を聞き、委託事業者の
確実なチェックができる仕組み
を作り、事業の検証 をおこな
うこと。 
（３）委託事業者に対し、労働
基準法の遵守やクラブ支援員の
処遇の改善について、市は責任
を持って指導を行うこと。 
（４）不足するクラブ支援員の
確保策を講じること。 
（５）放課後児童クラブの対象
を５年生、６年生に拡大するこ
と。 

（１）
・令和５年度からは全地区において民間委託を実施しており、運営も
軌道に乗っているため、市直営に戻すことは考えていない。 

（２）
・毎年度、放課後児童クラブに関する利用者アンケートや運営委託事
業者へのヒアリングを実施し、委託事業者の運営状況を確認・評価
し、次年度に向けた改善に努めている。 

（３）
・労働基準法の遵守については、委託の仕様書に定めている。また、
支援員の処遇については、毎年の運営評価において、処遇の状況を
確認している。 

（４）
・放課後児童支援員の確保については委託事業者がそれぞれの手法で
実施しているが、公共施設に募集チラシを配布するなど周知支援を
しており、引き続き支援を実施していく。 

（５）
・５年生以上については、特別な支援が必要な児童や施設に余裕のあ
るクラブで受入れを行っている。 
（こども・若者部 こども・若者政策課） 

・放課後児童健全育成費 
（１，４７８百万円） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№28 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
子ども部 
【要望事項】 
3、児童福祉法に位置づける
「児童館」を小学校区に設置す
ること。 

・児童福祉法に規定される「児童館」を新たに整備する予定はない。
（こども・若者部 こども・若者政策課） 
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№29 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
環境部 
【要望事項】 
1、公共施設に太陽光発電など
再生可能エネルギーを周辺住民
の合意のうえ、導入すること。 

・市民に対し、再生可能エネルギーの必要性を啓発しながら、公共施
設へ積極的に太陽光発電設備を導入していく。 
（環境部 環境政策課） 

・公共施設太陽光発電設備設置費
（５百万円） 
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№30 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
1、医療 
（１）南部地域における二次救
急医療体制を確保すること。旧
町村部医療空白地域の市民の命
を守る姿勢を示し、二次救急シ
ステムの構築をすること。 
（２) 受診料の値上げ、物価高
などにより負担が増え、受診控
え・重症化が懸念される。市民
の生活実態を直視し、必要な医
療を受けられるように、近隣市
町村、県の動向に注視された結
果に左右されることなく、必要
な医療を受けられるように、高
齢者医療費無料制度を創設する
こと。 

（１）
・かかりつけ医を始めとした医療関係者の努力に加え、南部休日救急
内科診療所の整備や豊田地域医療センター再整備による機能拡充及
び、市内の基幹病院への支援・連携など、総合的な取組を行うこと
で、市内の1次から３次の救急医療体制は確保されていると考えて
いる。 
・旧町村部においては、足助病院がへき地医療拠点病院として、豊田
厚生病院、トヨタ記念病院、豊田地域医療センターとともに市内の
二次救急医療機関の役割を果たしており、機能は確保されていると
考えている。 
（福祉部 地域包括ケア企画課） 
（２）
・６５歳以上で一定の要件を満たす障がい者手帳をお持ちの方や７５
歳以上で市県民税非課税世帯のうち、ひとり暮らし高齢者及び介護
保険の要介護認定３以上の方などは、福祉給付金制度で医療費自己
負担分を全額現物給付（窓口無料）で助成している。高齢者の医療
費負担に対する一定の配慮はされているため、高齢者医療費無料制
度の創設は考えていない。 
（福祉部 福祉医療課） 

（１）
・公的病院救命救急センター機能
運営費補助金 
（１１４百万円） 
・病院群輪番制病院運営費補助金
（２５百万円） 
・小児救急医療支援病院運営費補
助金（１３百万円） 

（２）
・福祉給付金助成費 
（９０６百万円） 
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№31 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
2、介護 
（１）総合事業の現行相当サー
ビスを、今後とも継続して利用
ができるようにすること。期間
を区切った「卒業」は行わない
こと。 
(２）一般会計からの法定外繰
り入れを増やし介護保険料を引
き下げること。 
保険料の減免制度は預貯金・資
産の条件を緩和すること。 
（３) 低所得者に対する利用料
の減免制度を拡充をこと。 
（４) 早急な待機者解消のた
め、特別養護老人ホームや小規
模多機能施設など施設の増設を
介護事業者に働きかけること。 
介護職員の人材確保と処遇改善
の抜本的な市独自施策として研
修の開催、助成 金の創設など
を具体的に講じること。  

（次ページへ続く）

（１）
・サービスの利用に当たっては、利用者に対して地域包括支援センタ
ーがケアマネジメントし、利用者の心身の状況等に応じて、利用者
や家族の選択に基づき、適切なサービスが効果的に提供されるよう、
専門的支援から必要な援助を行っていく。引き続き、要支援者等の
実態を踏まえてサービス利用につなげていく。 
（福祉部 介護保険課） 
（２）
・介護保険法第百二十四条の二（市町村の特別会計への繰入れ等）に
基づき適切に対応している。 
・保険料の減免制度については、国の示す基準より手厚い減免制度と
なっていることからこれ以上の緩和は、介護保険法第四条第二項の
共同連帯の理念に基づく費用負担の公平性を欠くこととなり、対応
することは考えていない。 
（福祉部 介護保険課） 
（３）
・在宅サービス（訪問介護、通所介護、（介護予防）短期入所生活介
護、地域密着型通所介護、介護予防訪問サービス、生活支援訪問サ
ービス、介護予防通所サービス、生活支援通所サービス）を利用す
る低所得者に対して、利用料の一部の助成を継続していく。 
（福祉部 介護保険課） 

（次ページへ続く）

・在宅サービス低所得者負担軽減
対策費（１百万円） 
・特別養護老人ホーム等費 
（５９７百万円） 
・介護人材確保事業費 
（１７百万円） 



（５) 要介護認定者の障がい者
控除を申請しやすくするため、
直接、要介護者に対して「障が
い者控除対象者認定申請書」を
送付すること。  

（４）
・介護施設の整備については、３年毎に改定する介護保険事業計画に
おいて整備目標を設定している。その整備目標数は、施設入所申込
者の増加や介護保険料額への影響、高齢者実態調査の結果などを考
慮し設定している。 
・人材確保については、介護サービス事業所のリーダー層に対する組
織運営向上のための研修等を行い、介護に関わる人材の新規雇用と
離職防止につなげていく。 
・処遇改善については、介護報酬制度の中で加算として設定されてい
ることから、豊田市独自の助成金等による支援は考えていない。 
（福祉部 介護保険課） 
（５）
・「障がい者控除対象者認定書」または「障がい者控除対象者認定 
申請書」を個別に送付することは予定していない。 
要介護１以上の方の介護認定結果通知書に障がい者控除対象者の案
内を掲載し、「納付済額のお知らせ」の通知にも案内を掲載してい
る。また、確定申告時期に合わせて広報とよたに掲載するとともに、
税務署・市民税課・支所・交流館・福祉事業所等に「お知らせ」のチ
ラシを配布し、豊田市ホームページには通年掲載して制度の周知を
図っている。加えて、認定結果通知書、支払額通知書（介護保険料、
後期高齢者医療保険料、国民健康保険税の支払額を表示した通知書）
に掲載する等、積極的に周知を図っている。また、要介護認定者と
関わりの深いケアマネジャーから制度の案内をしていただけるよう
協力を求めている。 
（福祉部 介護保険課） 
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№32 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
3、高齢者福祉 
（１) 市内5カ所では圧倒的に
不足しているため、老人福祉施
設を各中学校区に作る 
こと。 
無料で憩える老人福祉施設は、
市民ニーズの把握を行い、身近
に利用できる施設の整備計画を
持ち、市民に周知徹底し、利用
を促すこと。 
（２）加齢による難聴者対策と
して、健診に聴力検査を追加
し、補聴器購入助成制度を創設
すること。 

（１）
・市内には老人福祉法に規定する３か所の老人福祉センターと５か所
の福祉センターが、地域バランスを配慮の上、設置されているため、
老人福祉センター又は福祉センターの各中学校区への設置は考えて
いない。市民ニーズを踏まえた管理運営を行っており、高齢者クラ
ブ等の団体に対して施設の周知を図り利用を促進している。 
 なお、老人福祉施設は老人福祉法の規定では老人デイサービスセン
ター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老人介護支援センターとさ
れており、全ての老人福祉施設を見れば、いずれかの老人福祉施設
が各中学校区に１か所は設置されている。 

（２） 
・補聴器の使用が認知症予防のために有効であるとの科学的根拠が明
確となっていないため、加齢による難聴者対策に限定した市として
の補聴器購入費助成制度の導入はしない。しかし、コミュニケーシ
ョンの円滑化による生活の質の改善や、高齢者等の社会参加の促進、
社会的孤立の予防につなげる目的で、これまでの障がい福祉施策の
対象とならない、耳の聴こえが悪く、日常生活に支障のある１８歳
以上の市民を対象として、補聴器の購入費助成事業を新たに実施す
る。  
（福祉部 高齢福祉課）

・高齢者等補聴器購入助成費 
（５百万） 
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№33 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
4、障がい者 
（１) グループホームや入所施
設に対して、市独自の加算や補
助金を増額すること。 
施設建設のための補助金増額や
市有地の無償貸与も含め、整備
の促進を引き続き図り、3法人3
事業所に限らず拡大していくこ
と。  
（２) 移動支援の利用実態を調
査し、障がい者・児が必要とす
る通園、通学、通所、通勤で利
用しやすくすること。 
障がい者・高齢者へのタクシー
券助成は、支給分が全額使用で
きる方式に改めること。 
（３) 民間企業での障がい者雇
用について、就労継続支援事業
所も含めた実態調査を行ない、
雇用環境の改善に努めること。 

（次ページへ続く）

（１）
・グループホームや入所施設に対して、手厚い支援体制の確保を目的
として、市独自の補助制度を引き続き実施していく。 
・施設建設のための補助金については、国の補助金を活用しながら必
要な予算を確保していく。また、市有地の無償貸与について、今後
は、他法人の状況やバランスを考慮しつつ検討を進めていく。 
（福祉部 障がい福祉課） 
（２）
・国が定める同行援護等の基準に準じ、原則として通年かつ長期にわ
たる外出は対象外であるが、必要に応じて利用者の状況等を勘案し
た上で通学等の利用を認めている。 
・障がい者、高齢者を対象としたタクシー料金助成券の利用に当たっ
ては応分の負担が必要と考えているため、全額助成への変更は考え
ていない。  
（福祉部 障がい福祉課、高齢福祉課） 
（３）
・障がい者就労・生活支援センターが障がい者を雇用する民間企業に
対し、相談、就労及び就労定着支援を実施しているほか、実態把握
にも努め、雇用環境の改善につなげていく。 

（次ページへ続く） 

・障がい者グループホーム等設置
運営費補助金（６６百万円） 
・グループホーム整備費補助金 
（６８百万円） 
・民間障がい者施設整備費補助金
（２４０百万円） 
・地域生活支援費/移動支援費 
（９２百万円） 
・障がい者タクシー料金助成費 
（３６百万円） 
・ひとり暮らし高齢者等移動費助
成費（３９百万円） 
・福祉事業団運営費補助金 
（１，４２９百万円のうち一部） 
・障がい者就労・生活支援センター
費（３百万円） 
・障がい者就業・生活支援センター
運営費補助金（１百万円） 
・働き方改革推進支援補助金 
（１０百万円） 



雇用先の確保を含め、特別支援
学校卒業生の多様な進路を保障
すること。 
（４) 障がい児の放課後や長期
休暇中の日中活動を保障する放
課後等デイサービスの内容を充
実させるため市独自の研修を開
催し、質の向上に努めるように
支援すること。 

・民間企業での障がい者の雇用促進に関しては、ハローワーク等と連
携して、法定雇用率未達成事業所に対する通知文書や、ダイレクト
メールによる啓発チラシを通じて、国や県等の支援制度の紹介を実
施していく。 
・中小企業における、障がい者を含めた多様な人材の活躍推進を支援
するため、就労環境の整備に要する経費の一部を補助していく。 
・特別支援学校卒業生の進路については、引き続き、障がい者就労・
生活支援センターが在学時から関わることで、就職への支援を行っ
ていく。 
（福祉部 障がい福祉課、産業部 産業労働課） 
（４）
・事業所の開設に関する相談があった際に、必要な基準の助言等を行
い、開設後も実地指導等を通して、適正に事業が運営されるよう対
応している。また、豊田市福祉事業団が実施する人材育成研修など
の取組を通して、放課後等デイサービス事業所の質の向上を図って
いく。 
（福祉部 障がい福祉課） 
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№34 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
5、生活保護 
（１) 自動車の保有について保
護開始後も収入が途絶えている
状況が続く場合、引き続き認め
ること。 
（２）国の通達に基づき扶養義
務者への扶養照会をしないこ
と。 
（３) 社会福祉士等の資格を持
ったケースワーカーを、１人あ
たり担当世帯数が国基準（８０
世帯）となるよう増員するこ
と。 
自立に向けたきめ細かな支援の
ため、経験豊かな職員の配置、
研修の充実を図ること。警察官
ＯＢの配席を見直すこと。 

（１）
・生活保護受給者の自動車の保有については、国からの通知及び随時
発出される事務連絡に示された内容を踏まえ、被保護者の状況を鑑
みながら対応を実施している。 

（２）
・扶養義務者による扶養は、生活保護法第４条２項において、「保護
に優先して行われる」ものと定められ、扶養を受けることができる
範囲において、保護より優先することとされている。しかしながら、
申請者(受給者)の中には、複雑な家庭環境等から、扶養義務履行が
期待できない場合も多くある。このことを踏まえ、扶養照会におい
ては、国において随時見直しがなされており、その都度国から発出
される通知に基づき、適切に対応している。 

（３）
・ケースワーカーの配置については、市として実施すべき事業を総合
的に勘案しつつ、基準に則った配置が可能となるよう努めていく。 
・きめ細やかな支援を行うため、積極的に関係機関が主催する研修に
参加したり、課内で自主研修を行うなど、職員の資質向上に努めて
いる。 
・警察官ＯＢは、職員が窓口相談や家庭訪問等の業務を行う際に、受
傷事故や不当要求から職員を守り、安心かつ安全に業務を遂行する
ための危機管理対策として採用しているため、見直しの予定はない。
(福祉部 生活福祉課)

・社会福祉総務事務費（１百万円） 
・生活保護総務事務費（１百万円） 
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要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
6、高齢者、障がい者、ひとり
親家庭などへのエアコン購入補
助および、電気代補助制度を創
設すること。 

・生活困窮者のエアコン購入支援については生活福祉資金の貸付を案
内する。またその電気代については、物価高騰対応重点支援給付金
など、国において検討・対処されており、当市独自の補助制度を創
設することは考えていない。 
（福祉部 よりそい支援課） 
・生活保護受給者のエアコンの設置費用については、保護開始時にお
いて持ち合わせがないなど支給可能な対象者には個別に案内し、そ
れ以外の方には必要に応じて生活福祉資金の貸付制度を案内してい
る。また、電気代の補助については、国が様々な観点から総合的に
検討・対処されているものと理解しており、当市独自の補助制度を
創設することは考えていない。 
（福祉部 生活福祉課） 
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要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
福祉部 
【要望事項】 
7、身寄りのない人の死後の尊
厳を守るため、遺体の適切な管
理を行うこと。 

・身寄りのない人の死後の対応として、葬儀会社や古瀬間聖苑との協
力体制のもと、遺体の適切な管理を行っている。 
（福祉部 よりそい支援課、生活福祉課） 

・社会福祉援護費（よりそい支援課
分）（４百万円） 
・社会福祉援護費(生活福祉課分)
（６百万円) 
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№37 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
保健部 
【要望事項】 
1、1、感染症5類に分類された
COVID 19の対策をとること 
（１）感染症５類に分類され、
医療機関・介護機関・療養施設
等各事業所での判断に基づくと
される感染対策に対する支援を
行い、感染症対策への経済的負
担を緩和すること。 
（２）市民がワクチン接種の判
断・感染予防対策・PCR検査の
実施が安心して行えるようにワ
クチン接種後の抗体価量などの
情報をわかりやすく開示するこ
と。 
（３）ワクチン事業に関して
は、国の規定が2024年3月31
日期限とされているが、それ以
降も希望者に対しては、市独自
の支援をすること。 

（次ページへ続く） 

（１）
・病院、診療所、高齢者施設等において、最新の医学的知見等を踏ま
えた施設内感染に関する情報を適切に提供し、現場の関係者への普
及、活用を促し、感染症が発生又はまん延しないよう、支援してい
く。 

（２）
・市ホームページ等を通じて、国から示されるワクチン接種に関する
適切な情報の公表、正しい知識の普及に努めていく。 

（３）
・令和６年度以降のワクチン事業については、国の方針に則り、適切
に対応していく。 

（４）
・今後の検査体制は、国・県の動向を注視し、適切に対応していく。
（保健部 感染症予防課） 

・新興再興感染症対策費 
（６百万円） 
・新型コロナウイルス感染症ワク
チン接種事業費（７０２百万円） 



（４）PCR検査は濃厚接触者・
発熱者がどこで検査を受けても
無料にすること。 
県が実施している無料検査所を
今後も継続するように県に働き
かけること。 
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№38 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
保健部 
【要望事項】 
2、子どもと障がい者に対する
インフルエンザワクチン接種の
助成制度を市独自の施策として
創設すること。 

・中学３年生、高校３年生の年代を対象としたインフルエンザワクチ
ン接種費用の助成については、引き続き実施していく。 
（保健部 感染症予防課） 

・インフルエンザ予防接種費補助
金（１５百万円） 
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№39 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
保健部 
【要望事項】 
3、高齢者用肺炎球菌ワクチン
（定期接種）の特異抗体濃度が
時間の経過とともに低下しやす
いため、日本感染症学会のガイ
ドラインに沿って、再接種を市
独自で任意予防接種事業の対象
とし、２回目接種の支援をする
こと。 

・２回目以降の接種への助成は予定していないが、国の審議会におい
て再接種についての検討がされており、予防効果のエビデンスなど
審議の動向を引き続き注視していく。 
（保健部 感染症予防課） 
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№40 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
保健部 
【要望事項】 
4、「医療的ケア児支援センタ
ー」を西三河西部地域の中核都
市である豊田市にも設置するよ
う県に働きかけること。 
愛知県三河青い鳥医療療育セン
ターとの情報交換、協議を通し
て、本市においての医療的ケア
児及びその家族の抱えている問
題の把握、問題解決のための施
策を講じること。 

・令和４年度に愛知県において医療的ケア児支援センターが７地域に
設置され、本市は愛知県三河青い鳥医療療育センター（以下「セン
ター」）の担当圏域となっており、現在、センターとの情報交換や
協議を進めている。 
（福祉部 障がい福祉課） 
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№41 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
産業部 
【要望事項】 
1、中小企業・中小零細事業者 
（１）小規模企業者（一人親
方、家族経営、５人以下の事業
所を含む）の全数調査を行い、
経営実態の把握を行うこと。 
小規模企業振興条例を制定し、
実効性のある小規模企業振興の
計画を策定すること。 
（２）休業等で売り上げが激減
している事業所に対して、家賃
やリース代、水道光熱費等の固
定費補助をおこうこと。 

（１）
・ものづくり中小企業者基礎調査等により小規模企業の実態把握に努
める。 
・中小企業・小規模事業者の振興策については、第８次豊田市総合計
画や豊田市商業活性化プラン（２０２１－２０２４）、豊田市産業
振興プラン２０２１－２０２４等で方針を立て、実効的な計画を定
め推進しているところであり、現時点では改めて条例を制定するこ
とは考えていない。 
（産業部 商業観光課、産業労働課） 
（２）
・休業等で売り上げが激減している事業所への補助については、国や
県の施策状況及び市内事業者の動向を注視していく。 
（産業部 商業観光課、産業労働課） 
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№42 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
産業部 
【要望事項】 
2、労働 
（１) 大企業や各種補助金を受
けた企業の正規雇用の拡大を働
きかけること。 
（２）中小企業の後継者対策・
人材育成支援を強化すること。 

（１）
・正規雇用の拡大については、機会を捉え産業界に対し協力を依頼し
ていく。 
（産業部 産業労働課） 
（２）
・後継者対策として、豊田商工会議所及び豊田信用金庫と連携した「と
よた事業承継プラットフォーム」により、セミナーを開催するとと
もに、相談に対応していく。 
・中小企業の人材育成を支援するため、受講料及び教材費等に係る経
費の一部を補助していく。 
（産業部 産業労働課） 
・ものづくり人材の育成については、「ものづくりミライ塾」や、と
よたイノベーションセンターの人材育成事業である「製造技術者育
成プログラム」、「デジタルものづくりカレッジ」を継続して実施
していく。 
（産業部 次世代産業課） 

（２）
・人材マッチング支援費 
（２２百万円） 
・中小企業経営力高度化事業補助
金（２３百万円） 
・ものづくり創造拠点運営費 
（８２百万円） 
・イノベーションセンター運営費
（４６百万円） 
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№43 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
産業部 
【要望事項】 
3、農林業 
（１）コメ、麦、大豆など基幹
作物で農家経営が成り立つよう
な市独自の対策を強化するこ
と。 
（２）食料自給率向上のために
数値目標を定めて対策をとるこ
と。 

（１）
・経営所得安定対策事業を推進するとともに、米と麦等転換作物のブ
ロックローテーションによる計画的な生産調整と食料自給率の向上
を図るため、麦連坦団地形成農家や飼料作物団地形成農家を引き続
き支援していく。 
（産業部 農業振興課） 
（２）
・第３次豊田市農業基本計画に基づき、市内産農産物のブランド化や
地産地食の推進等により、引き続き消費拡大に取り組むとともに、
同計画の進捗管理を適切に行い、成果指標の着実な達成を目指して
いく。また、社会情勢の変化を捉えた持続可能な地域農業の実現に
向け、第４次豊田市農業基本計画策定の議論を進めていく。 
（産業部 農政企画課） 

・水田農業経営所得安定対策推進
事務費（３百万円） 
・転作団地化推進費補助 
（７百万円） 
・水田農業経営所得安定対策推進
補助金（７百万円） 
・地産地食推進費（５百万円） 
・豊田地域農業活性化対策負担金
（６百万円） 
・農業基本計画推進費（１百万円） 
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№44 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
1、市駅前開発は「にぎわいや
魅力を感じない」という声が多
く、再検討を行うこと。 
（１）2022年の経営会議５回
目都市整備の議事録を公開する
こと。 
（２）豊田市駅東口のバス停
は、利便性を考え今まで通り駅
舎近くにすること。併せて、タ
クシー、送迎の車寄せも駅舎近
くに設けること。 
（３）豊田市駅東口駅前広場、
バスターミナルの基本計画案
を、広報に掲載し、説明会の開
催、及びパブリックコメントを
行うこと。 

（１）
・指定された会議は開催されておらず、議事録は存在しない。 
（２）
・令和４年に実施した交通実証実験におけるバス停の利用状況等を踏
まえ、東口駅前広場周辺にバス停を設置する方針としている。また、
タクシー乗り場や一般車送迎用の停車帯は、東口駅前広場の交通ロ
ータリー内に設置する計画としている。 

（３）
・令和４年に実施した第４期豊田市中心市街地活性化基本計画（素案）
のパブリックコメントにおいて、豊田市駅東口駅前広場、バス乗降
場等の計画を示している。また、広報とよた（令和５年５月号）に
おいて、都心環境計画の整備概要を掲載している。 
（市長公室 経営戦略課、都市整備部 都市整備課、交通政策課） 

・豊田市駅西口施設整備費 
（２，１３４百万円） 
・豊田市駅東口駅前広場整備費 
（４６百万円） 
・豊田市駅東口施設整備費 
（２１１百万円） 
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№45 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
2、中央公園第２期整備計画
は、 2022年の第７回、８回の
経営会議の計画内容を公開する
こと。ＰＦＩであると予算を含
めた事業計画が明確でないた
め、改めること。 

・中央公園第二期整備事業の先行整備区域については、Ｐ-ＰＦＩ方式
を活用し、民間事業者の公募により、事業計画や開発手法などを策
定していく。  
・Ｐ-ＰＦＩ方式については、平成２９年度の都市公園法改正により新
たに設けられた制度であり、民間事業者との協議により計画・管理
の責任を明らかにしていく。  
（都市整備部 公園緑地つくる課） 

・中央公園第二期整備費  
（１０９百万円） 
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№46 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
3、市営住宅の入居待ちを減ら
すために、空き家を改修するこ
と。交通、生活に便利な場所又
は駅周辺に新築すること。希望
しても入れない入居資格者に民
間住宅への入居費差額分を家賃
補助すること。 

・現在、市営住宅の入居待ちは無く、改修や新築については、引き続
き既存ストックの活用の中で計画的に進めていく。 
・市営住宅全体でみると、空き住戸も発生しており、民間住宅の家賃
補助は考えていない。  
（都市整備部 定住促進課） 
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№47 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
4、コミュニティバスは70歳以
上に、無料乗車券を発給するこ
と。 
コミュニティバスの路線を充実
すること。 
（１）若林駅から名豊病院経
由、店舗ルートを設けること。 
（２）下山地域から足助病院行
きルートを設けること。 

・７０歳以上を対象とした定期券として「おでかけパス７０」を販売
しており、利用者のニーズを把握しながら更なる改善を図っていく。
・各地域で移動先などのニーズが異なることから、まずは地域が主体
となった勉強会等を通じて高齢者等の移動ニーズを把握することに
努め、市も住民共助による取組への支援を拡充するなど、生活交通
のニーズに合わせた取組を行っていく。 
（都市整備部 交通政策課） 

・公共交通利用促進費 
（１３百万円） 
・住民共助交通推進費 
（３百万円） 
・地域交通調査等支援事業費補助
金（１百万円） 
・共助タクシー運行支援事業費補
助金（１百万円） 
・住民共助輸送支援事業費補助金
（１百万円） 
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№48 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
5、交通結節点である猿投駅前
に、市として多目的トイレを設
置すること。 

・猿投駅は、駅構内にトイレがあり、駅利用者以外にも開放されてい
ることから、トイレについては整備済みと考えている。 
・多目的トイレは未整備であるが、猿投駅は、乗降客数からも、鉄道
事業者にバリアフリー化の義務があることから、引き続き名古屋鉄
道（株）に働きかけていく。 
（都市整備部 交通政策課） 
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№49 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
6、毘森公園は、既存ストック
を活かし、誰もが使いやすく楽
しい公園に整備すること。次期
総合計画に整備計画を位置付け
ること。 

・毘森公園については、社会環境や周辺の土地利用の変化を踏まえ、
今後求められる機能を整理し、総合的に検討していく。  
（都市整備部 公園緑地つくる課、企画政策部 都市計画課） 

・公園整備計画策定費 
（５百万円） 
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№50 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
都市整備部 
【要望事項】 
7、新しい「盛り土」法に合わ
せ、開発手続き条例を見直し、
早期に適正な条例を制定するこ
と。 

・豊田市開発事業に係る手続等に関する条例は、宅地分譲を始め、幅
広い開発事業の事前周知などの手続の適正化を目的としている。 
・一方で、宅地造成及び特定盛土等規制法は、盛土等による災害の防
止のために危険な盛土等を規制するものである。 
・このように、法令と対象や目的が異なる条例であるが、従来どおり
の運用を行い、法令と併せて適正に運用していくことで、幅広い開
発事業への効果が期待できると考えているため、豊田市開発事業に
係る手続等に関する条例の見直しは考えていない。 
（都市整備部 開発調整課） 
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№51 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
建設部 
【要望事項】 
1、平井こども園前の現況市道
を拡張する「市道百々１号線」
の整備計画は、園児・小学生の
安全を大前提となっていない。
こども園、学校の意見を聞き、
計画の見直しを含め、交通安全
対策を講じること。 

・本道路は、こども園や小学校の通園通学などにも利用されているが、
狭小で歩道がないため当該自治区から歩行者の安全確保が求められ
ている。このため、歩道設置を始めとする交通安全対策を合わせた
道路整備を進めている。引き続きこども・若者部などと連携して、
交通安全対策に取り組んでいく。 
（建設部 土木課、こども・若者部 保育課、地域振興部 交通安全防
犯課） 

・市道新設費 
（３１９百万円） 
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№52 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
上下水道局 
【要望事項】 
1、水道料金は値上げをせずに
据え置きとし、非課税世帯など
に減免制度を設けること。 

・水道料金については、健全な水道事業経営の維持のため令和６年４
月１日から値上げを行った。 
・非課税世帯などの「減免制度」については、現時点では考えていな
いが、今後も社会情勢及び他自治体の動向等を注視していく。 
（上下水道局 料金課、経営管理課） 
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№53 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
1、「食育」を教育の一環とし
て据えて、保護者の経済的負担
を減らすため、そして、憲法で
定める義務教育の無償の趣旨に
則り、学校給食費を無料にする
こと。 

・学校給食費は、令和６年４月から小中特別支援学校の無償化を実施
するとともに、アレルギーなどにより給食を食べていない場合の対
応については、今後早期に検討する。 
（教育部 保健給食課） 

・給食費歳入（△１，６４６百万円） 
・子育て特別支援費（８１百万円） 
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№54 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
2、中央図書館の指定管理によ
る運営の検証に、市民の視点を
生かす仕組みをつくること。検
証結果を公表し、市民の意見を
聞くこと。 
司書を配置できる図書館分館を
整備していくこと。（既存の施
設の活用を含めて） 

・有識者、市民公募委員等の第三者を交えた図書館協議会で図書館運
営の報告及び意見交換を行うほか、窓口アンケートなど意見聴取の
機会を設けており、市のルールに従い公表している。 
・現在のところ、新たに図書館分館を整備していく予定はない。 
（教育部 図書館管理課） 
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№55 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
3、給食センターのPFI方式によ
る管理運営への変更は、これ以
上行わないこと。 

・給食センターの事業手法については、安全・安心かつ安定的な給食
の提供と効率的な業務の推進を図る観点で検討していく。 
（教育部 保健給食課） 
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№56 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
4、東部・北部給食センター以
外の施設でもアレルギー対応給
食が提供できるように、施設の
改善を進めること。 

・アレルギー対応給食の提供には、施設の更新・拡充が必要なことか
ら、給食センターの施設更新時に合わせて対応していく。 
（教育部 保健給食課） 
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№57 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
5、現行の私学助成を増額する
こと。 

・私立高等学校等授業料補助金については、令和５年度より学びの多
様性に対応するため、補助対象要件を拡充し、これまでの私立高等
学校の全日制課程に通信制課程及び定時制課程を追加している。 
・現制度は、近隣自治体との比較においても遜色がないことから、当
面は現制度で運用を継続していく。 
（教育部 教育政策課） 

・私立高等学校授業料補助金 
（２１百万円） 
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№58 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
6、名古屋海軍航空隊の遺構な
ど戦争・戦災遺跡の保存・継承
すること。 
市民が自主的に開催している
「豊田市平和を願う戦争展」
は、市として平和を守る立場か
ら、後援を行うこと。 

・本市は、これまでにも名古屋海軍航空隊基地の遺構（全９地点）に
ついて、埋蔵文化財包蔵地として県遺跡台帳へ登録し、その保護に
ついて明確に位置付けるとともに、インターネット上の「とよたｉ
マップ 文化財遺跡マップ」で広く周知してきた。 
・また、戦時記録については、『豊田市戦時資料集』（全７巻）、及
び『１９３７－１９４５ 人々の暮らし』として刊行するとともに、
市内の戦争・戦災遺跡の把握に努めてきた。 
・戦争・戦災遺跡に限らず、遺跡は地域の歩みを物語る大切な存在で
あり、今後も保護と活用を進めていく。 
（美術・博物部 文化財課） 
・豊田市の名義後援については、「豊田市後援等取扱要綱」に基づき
事務を行っており、申請があった事業については、その都度、要綱
第３条の基準に基づき後援が適切であるか個別に判断していく。 
（市長公室 秘書課） 
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№59 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
7、小中学校のトイレ改修・洋
式化計画のスピードを早め、早
期に完了すること。完了までの
計画を示すこと。 
体育館のトイレについても洋式
化を完了すること。 

・学校のトイレ洋式化については、体育館のトイレも含めて、計画的
に実施しており、今後も早期完了を目指して進めていく。 
（教育部 学校づくり推進課） 

・小・中学校保全改修費 
トイレ再整備事業（４１百万円） 
設計 小学校6校、中学校５校 

【参考事項】
令和５年度３月補正予算 
トイレ再整備事業 
（７８７百万円） 
工事 小学校８校、中学校６校 
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№60 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
8、熱中症や寒さ対策として、
早急に体育館にエアコンを設置
すること。 
相談室、日本語指導教室、会議
室などにエアコンが未設置の所
は、早急に設置すること。 

・学校体育館・武道場への空調設備設置については、早急な対応が必
要と考えており、令和６年度から事業を実施していく。 
・相談室、日本語指導教室、会議室などの空調設備については、各学
校の利用状況等を踏まえ、設置の必要性を判断していく。 
（教育部 学校づくり推進課） 

・体育館等暑さ対策費 
（３，９２０百万円） 
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№61 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
9、最上階の教室には、暑さ寒
さ対策を強化すること。 

・校舎屋上については、保全改修工事の際に断熱化を実施している。 
・また、校舎屋上の断熱化が実施されていない学校については、大規
模改修時に合わせて、必要な対策を検討していく。 
（教育部 学校づくり推進課） 
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№62 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
10、少人数学級（35人学級）
を小学6年に拡大すること。さ
らに30人学級をめざすこと。 
市独自の施策については確実に
実施できるよう、必要な教員を
確保すること。 

・令和５年度は、小学１・２・３年生において学級編制の標準を３０
人とする市独自の少人数学級を試行している。この取組の効果検証
の結果を踏まえ、あわせて国の段階的な３５人への学級編制基準の
引下げ、それに伴う県の動向、本市の講師の確保状況等を勘案し、
次の展開を検討していく。 
（教育部 学校教育課） 

・少人数教育対応費 
 （８百万円） 
・人件費（うち、少人数学級対応准
教員）（４４９百万円） 
・人件費（うち、きめ細かな指導対
応非常勤講師）（１２百万円） 
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№63 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
11、2019年の女子児童2名の
自死問題を踏まえ、体罰やいじ
めなどの問題に対して、学校へ
の指導・支援体制を強化するこ
と。 
中学校には、教職員と連携して
的確に対応できるように、スク
ールカウンセラーを常駐配置す
ること。 

・体罰を始めとする教員の非違行為の撲滅のため、引き続き校長会議
や各種研修会、教育委員会の学校訪問等において、指導を徹底して
いく。 
・校内のいじめ防止対策組織の強化のため、「いじめ対策委員会」に
加えて、校内の全教員による「子どもを語る会」を位置付けている。
また、外部機関との連携強化のため、教育相談コーディネーターを
設置している。 
・スクールカウンセラーは、県と市の配置を合わせて全中学校に配置
し、週２回相談対応できる体制を基本に、学校規模に合わせて配置
時間を調整していく。 
（教育部 学校教育課） 

・いじめ不登校問題対策費 
（４５百万円） 

・人件費（うち、スクールカウンセ
ラー）（１１５百万円） 

・相談活動費（５７百万円） 
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№64 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
12、自死など重大な事案は、直
ちに第三者委員会を立ち上げる
こと。 

・事案が発生した際は、迅速に第三者委員会を立ち上げる体制を整え
ている。 
（教育部 学校教育課） 
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№65 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
13、子どもの貧困、児童虐待、
不登校など様々な問題に確実に
対応するためには、現在のスク
ールソーシャルワーカーの人数
では不十分であり、早急に各中
学校区に配置すること。 

・社会福祉士の資格を持つスクールソーシャルワーカーの配置につい
ては、従来の青少年相談センター（パルクとよた）からの派遣型４
名の配置に加え、令和５年度から拠点校型を導入し、令和６年度は、
派遣型５名、拠点校型５名を配置して未然防止や早期対応への取組
を進めている。 
・今後、効果検証を行いながら、児童生徒や保護者に寄り添った相談
対応となるよう努めていく。 
（教育部 学校教育課） 

・人件費（うち、スクールソーシャ
ルワーカー）（９９百万円） 
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№66 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
14、インクルーシブ教育の推進
により、支援が必要な児童生徒
の地域校への就学が増加してい
ることを踏まえ、十分な支援が
できるように学級運営補助指導
員を配置すること。 

・現在、各学校の要望を踏まえて、支援の必要な児童生徒がいる学級
に学級運営補助指導員を適切に配置している。 
・今後も特別な教育的支援を必要とする児童生徒の状況を把握し、必
要に応じた学級運営補助指導員の配置を進めていく。 
（教育部 学校教育課） 

・人件費（うち、学級運営補助指導
員）（１１２百万円） 
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№67 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
15、通級指導教室について、希
望者の増加に伴う増設を引き続
き県教育委員会に申請するとと
もに、市としても独自に対応す
ること。 

・通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒を対象に、
市内７１校で通級指導教室を実施している。希望者が増加傾向にあ
り、それに伴う増設を、県教育委員会に申請していく。 
（教育部 学校教育課） 

・特別支援教育推進費 
（４８百万円） 
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№68 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
16、日本語教育適応学級担当教
員については、日本語指導員を
必要とする児童生徒の県加配の
基準の見直しを県に要請すると
ともに、基準以下であっても、
市独自に配置し、指導の充実を
図ること。 

・県加配の日本語教育適応学級担当教員を、県の内示に従って、集住
や散在、児童生徒の状況等を鑑みながら配置しており、今後も必要
校へ適切に配置していく。 
・日本語指導を必要とする児童生徒へのきめ細かな指導の充実を図る
ため、児童生徒のことばの力、編入時期、母国での教育経験、支援
期間等を考慮しながら、市費負担の学校日本語指導員の適正配置を
行っていく。 
（教育部 学校教育課） 

・外国人児童生徒教育推進費 
（１６百万円） 
・人件費（うち、学校日本語指導員） 
（１４８百万円） 
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№69 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
17、正規の学校図書館司書を全
中学校と大規模小学校に常駐配
置すること。 
巡回の学校では、1校あたりの
勤務日数を増やすこと。 

・学校図書館司書については、読書活動を通して児童生徒の表現力と
感性を豊かにするため、引き続き全小中学校、特別支援学校に適切
に配置し、継続的な支援を行っていく。 
（教育部 学校教育課） 

・人件費（うち、学校図書館司書） 
（５１百万円） 
・学校図書館司書配置費 
（１百万円） 
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№70 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
18、臨時教員の正規採用を積極
的にすすめること。正規教員を
増やすこと。 
教員の産休・育休に伴う欠員に
対して、必要人数を事前に調査
するなどして、責任をもって対
応すること。 

・正規教員の採用については、任命権者である県教育委員会の所掌事
項であるため、市として特に対応できることはないが、教員の増員
については、折に触れ要望を行っている。 
・産休・育休等で講師の配置が必要になった場合は、各学校に産休受
付用紙で事前に調査し、市教育委員会で対応していく。 
（教育部 学校教育課） 
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№71 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
19、市・学校の行事や業務など
の思い切った削減・廃止を行
い、根本的な教員の働き方改革
を進めること。 
「1年単位の変形労働時間制」
は、授業日の教職員の勤務時間
を増加させることになりかねな
いなど問題点も多いため、導入
しないこと。 

・令和２年度末に改訂した豊田市教職員多忙化解消プランに基づき、
令和６年度も引き続き、勤務時間外在校等時間が月平均４５時間超
過の教職員の割合を小・中学校ともに０％にするために目標を立て
て、具体的な取組を進めていく。 
・１年単位の変形労働時間制の選択的導入は、業務削減に向けた総合
的な取組の徹底と併せて可能になる。今後、時間外在校等時間の上
限を月４５時間（年３６０時間）とした国の「指針」や市の「教育
委員会規則」を遵守するための取組を進める中で導入の可否を判断
していく。 
（教育部 学校教育課） 

・学校教育総務事務費 
（１７百万円） 
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№72 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
20、義務教育無償の原則に基づ
き、教材費等の無償化の取り組
みを進め、全児童生徒の保護者
負担を軽減すること。 

・全児童生徒の保護者負担の軽減のため、現在、教科で活用する副教
材や市独自で作成した社会科副読本などの無償配布、公共施設見学
や野外学習の際に利用するバスの公費借上げなどを実施しており、
令和６年度も継続していく。 
（教育部 学校教育課） 

・副読本・教師用教科書等購入費 
（４１０百万円） 
・公共施設体験学習費（８百万円） 
・自然体験等学習費（１３百万円） 
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№73 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
21、就学援助の対象を生活保護
基準の1.4倍に拡大し、PTA会
費、生徒会費、クラブ活動費を
就学援助の費目の対象とするこ
と。 

・他市の状況も考慮に入れ、現在のところ生活保護基準の１．３倍未
満とすることが妥当であると考えている。 
・また、前年の所得が生活保護基準の１．３倍以上であっても、病気
療養中で高額な治療費が必要かつ経済的に困っていたり、最近解雇
されてしまい収入が激減していたりする場合などについては、必要
書類の提出により現状確認を行い、対象とするかどうかの判断を行
っている。 
・なお、就学援助の費目で「ＰＴＡ会費」、「生徒会費」、「クラブ
活動費」のように、その扱いや活動等が学校によって異なるものへ
の支給は、現段階では考えていない。 
（教育部 学校教育課） 

・就学援助費 
 小学校費（６９百万円） 
 中学校費（９８百万円） 
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№74 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
22、タブレットの活用に関し、
教員に大きな負担がかからない
ように、また、授業中、操作で
困った時等に、すぐ対応できる
ように、専門の支援員を大規模
校には常駐配置すること。 
大規模校以外では、巡回の回数
を増やし、授業についても相談
できるようにすること。 

・ＩＣＴ支援員による支援の内容は、教員に大きな負担がかからない
ように、授業中の操作補助だけでなく、教員からの相談やＩＣＴを
活用した授業づくりの校内研修等にも対応できるようにしている。 
・学校の要望に応じて訪問時間数を変えており、令和６年度において
も、訪問回数等の調整を図っていく。 
（教育部 学校教育課） 

・学校情報化推進費（うち、学校教
育情報システム運用管理支援業
務委託費）（７１百万円） 
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№75 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
23、ラーケーションについて
は、教員・事務職員・給食関係
者などの多忙化につながる。ま
た、学習の遅れや教育計画への
支障など、学校現場に混乱と負
担を持ち込むものである。よっ
て、来年度は実施しないこと。
今年度の実施状況・実態や補助
員の活動内容などを調査するこ
と。 

・ラーケーションにより増加した業務への対応のため、愛知県の負担
により各学校に配置した校務支援員が、事務作業を中心に学校の支
援にあたっている。 
・本格実施となる令和６年度以降については、各学校の状況や県の動
向を注視し、判断していく。 
・アンケートを実施し、児童生徒にとってよりよい制度となるよう成
果や課題を検証し、今後の取組に生かしていく。 
（教育部 学校教育課） 

・人件費 校務支援員 
（１９１百万円） 
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№76 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
24、自衛隊への職場体験学習は
実施しないこと。 

・職場体験学習の事業所については、各学校において生徒一人一人の
希望を基に、体験先を決定することにしている。 
（教育部 学校教育課） 



日本共産党豊田市委員会「２０２４年度予算編成に対する要望書」への回答 

№77 
要望事項 要望事項に対する対応（担当課） 主な計画事業(令和６年度予算)

その他参考事項
教育委員会・教育部 
【要望事項】 
25、学校のトイレに生理用品の
配備をすすめること。 

・学校では基本的に、養護教諭が常駐している保健室に生理用品を常
備している。 
・令和６年１月時点でのトイレへの設置状況は、市内小・中・特別支
援学校１０４校中、小学校２４校、中学校１２校の計３６校であり、
学校の対応により適切に管理できる所は設置している。 
・令和６年度以降は、学校の状況も踏まえながら、総合的に判断し進
めていく。 
（教育部 保健給食課） 


